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都市圏単位にみる公共施設等の
立地傾向・整備状況に関する研究
STUDY OF THE LOCATION TENDENCY AND STATUS OF DEVELOPMENT





Recently, to convert the urban structure to the concentrated one is the issue which should be tackled for the
comfortable living environment and sound finance of local governments. So, the development level per population
and area of urban facilities of metropolitan regions is analyzed. As a result, the development standard and the
location tendency of urban facilities are clarified.




































































































分類 名称 定義 都市圏数
Ⅰ群 人口総数 30 万人未満 ２０
Ⅱ群 人口総数 30～50 万人未満 １８




Ⅳ群 人口総数 100 万人以上 ２３
A 群 人口密度２人/ha 未満 ２８
B 群 人口密度２～３人/ha 未満 ２２





















































































































































































































水準 ばらつき 水準 ばらつき
1 小学校 ○ ○ ○
中学校 ○ ○ ○























































































































































































































































国 都道府県 市町村 民間
設置
基準
１ 小学校 ○ ○ ○ ○ ○
中学校 ○ ○ ○ ○ ○











３ 公民館 ○ ○
図書館 ○ ○ ○ △
一般病院 ○ ○ ○ ○ －
４ 幼稚園 ○ ○ ○ ○ △
百貨店 ○ －
都市公園 ○ ○ ○ ○
身体障害者
更生援護施設
○ ○ ○ ×







設置基準としては 1 学級の生徒数(40 人以下)，学級数(12～18
学級)，通学距離(小学校は 4km，中学校は 6km 以内)があり，こ
れらの基準から，1 校あたりの最大の児童数と，通学距離の最
低限度が定められている．
公民館
整備に係わる法令等：
公民館の設置及び運営に関する基準，「公民館の設
置及び運営に関する基準」の取扱について
整備に当たり，市であれば中学校の通学区域，町村であれば小
学校の通学区域を考慮し，公民館の事業の主たる対象となる区
域を定めることとされている．
都市公園
整備に係わる法令等： 都市公園法運用指針，
都市公園法，都市公園法施行令
都市公園の種別の１つである住区基幹公園では誘致距離(公園
の区分により 250m，500m，1km)が設定され整備されてきた．
しかし平成 14 年度の法令改正により誘致距離の表示は廃止さ
れ，公園の機能と敷地面積の標準等の基準となっている．
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小学校・中学校のように数値による設置基準がないこ
とで，各都市圏によって整備方針が異なり，整備状況に
差が出ていると考えられる．整備方針の異なる主要な原
因として，公民館では都市圏の人口構成，都市公園では
都市圏の土地利用が考えられる．
７．施設分類別の整備状況についての考察
これまでの公共施設等の整備状況の分析から施設分類
別の整備状況・立地傾向と施設の性質の考察を行い，表
７に概略を示す．
（１）グループ 1
どの都市圏においても，都市圏の人口規模・人口密度
によって整備水準が同程度となり，都市圏に合わせた整
備がなされる日常利用施設（生活基盤施設）であると考
えられる．また，人口規模・人口密度が小さい都市圏に
おいても一定の面積密度が保たれるよう，面積・距離に
対応した整備が行われる公共性の高い施設である．
（２）グループ２
どの都市圏においても，都市圏の人口規模・人口密度
によって整備水準が同程度となり，都市圏に合わせた整
備がなされる日常利用施設（生活基盤施設）であると考
えられる．また，人口に対応した整備が行われており，
人口規模・人口密度の大きな都市圏で密な整備が行われ
る商業性の高い施設である．
（３）グループ３
整備の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準が大き
く異なることから，広域的なサービスを行いうると考え
られ，広域的都市施設であると考えられる．また，人口
や面積・距離に対応した整備が行われているとはいえず，
都市圏の地域性・文化や行政機関の取り組み等によって
整備状況が異なる公共性のある施設である．
（４）グループ４
整備の傾向は見えるが，都市圏ごとの整備水準が大き
く異なることから，広域的なサービスを行いうると考え
られ，広域的都市施設であると考えられる．また，各施
設の機能や規模により，充分な施設整備が行われていな
いと考えられるが，都市圏の人口に対応した整備が行わ
れている傾向を示し，人口が多いほど整備が進められや
すい商業性のある施設であると考えられる．
表７ 施設分類別の整備状況・立地傾向と施設の性質
整備状況
面積に対応
した整備
人口に対応
した整備
整備水準の
格差が小さい
グループ１
小学校
中学校等
グループ２
小売店
飲食店等
日常利用施設
(生活基盤施設)
整備水準の
格差が大きい
グループ３
公民館
図書館等
グループ４
幼稚園
百貨店等
広域的
都市施設
公共性 商業性 施設性質
８．まとめ
都市圏を対象として分析を行うことで，人為的な区域
である市町村界を対象とした分析では明らかにできない
広域的都市機能を持つ公共施設等の立地傾向・整備状況
を明らかにした．また，都市圏を対象とすることで，よ
り生活の実態に即した公共施設等の立地傾向・整備状況
が明らかとなった．
本研究の結論は以下の通りである．
①都市圏の人口規模・人口密度が大きいほど，公共施設
等が可住地面積に対して密に整備される．
②都市圏の人口規模・人口密度が小さいほど，公共施設
等の整備による都市経営コストの増加が危惧される．
③都市圏における，人口・可住地面積あたりの整備状況・
立地傾向から，公共施設等を公共性の高い日常利用施
設（生活基盤施設），商業性の高い日常利用施設（生
活基盤施設），公共性のある広域的都市施設，商業性
のある広域的都市施設の４グループに分類した．
④日常利用施設（生活基盤施設）の整備水準は都市構造
改革において集約拠点となり得る地域があるかの指標
となる．
⑤広域的都市施設は都市構造改革において立地に配慮が
なされるべき施設である．
⑥本研究では施設数のみ着目しており，個々の施設の規
模等については考慮しなかった．そのため，施設の建
築面積，床面積，売り場面積等を考慮することでさら
に詳細な施設整備状況を確認することができる．
⑦本研究では「過剰な整備」，「密な整備」等の表現を
用いたが，人口規模や人口密度の異なる都市圏等と比
較して過剰や密と判断したものであり，「不必要な整
備」や「充分な整備」とは意味合いが異なる．そこで
現在の利便性等を考慮することでより利便性・経済性
の高い施設整備を進めることができると考えられる．
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